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|論文|
2005年3月

オープンソースによる地域沿岸域管理の試み
山形県庄内海岸のクロマツ林保全を事例として

Open Source Model for Local Coastal Zone Management 

A Case Study at Syonai Coast in Yamagata 

敷田麻実*

Asami SHlKIDA 

要旨.地域の沿岸域利用が多元化し、実現したい価値やニーズが多様化した現在、住民・管理者(監督

官庁)・地域内外の利用者など、多様な関係者の参加を前提とした地域沿岸域の秩序ある管理の実現は

重要な研究テーマである。しかし、その具体的なモデ‘ルや促進方法は、ほとんど議論されてこなかっ

た。そこで本研究では、地域沿岸域管理の実現促進のために、地域内外の多様な関係者に管理の仕組

みを公開し、参加と協働で管理を進める「オープンソース型」地域沿岸域管理を提案した。そして多

くの関係者が管理に関わる事例として、沿岸域管理と類似点が多い山形県庄内海岸のクロマツ林保全

活動の事例研究によって、管理への参加と管理システムの自律の関係性を明らかにした。そしてサー

キットモデ、ルを応用して、オープンソース型地域沿岸域管理の実現プロセスを示した。

キーワード:地域沿岸域管理、庄内海岸、オープンソース、サーキットモデル、参加、知識創造

1 .はじめに

1.1 本研究の目的と地域沿岸場管理

海岸法など沿岸域にかかわる主要な法律が改正

されて一定期間が経過したが、沿岸域管理に関し

ては沿岸域管理法の制定も視野に入っておらず、

日本では国レベルの具体的な成果は生まれていな

い。しかし地域の沿岸域では、沿岸域を主体的に

管理する試みも生まれている1)。このような地域

で特徴的に認められるのは、地域内の関係者ばか

りではなく、一般に「よそ者Jと呼ばれる地域外

住民の参加も含め、多様な関係者が、それぞれの

持つ知識や知恵を有効に活かす管理の試みである。

日本沿岸域学会の 2000年アピール 2)などでは、

地域の沿岸域管理(以下「地域沿岸域管理」とす

る)、特に NPOやボランティアが参加する地域

沿岸域管理が必要だと言われながら、その実施は

難しいとされてきた。それは、関係者による「か

かわり」や「参加Jを理想としながらも 3)4)、多

数の参加による混乱や、不特定多数の外部者によ

る秩序の低下を恐れるためだと考えられる。しか

し、沿岸域利用が多元化し、ニーズや実現したい

価値が多様化した現在、住民・管理者(監督官庁)

・地域内外からの利用者など、多様な関係者が参

加して地域沿岸域の秩序ある管理を考えることは

重要な研究テーマである。

そこで本研究では、地域沿岸域管理の実現に貢

献するために、以下のことを目的とした。まず、

「オープンソース型」沿岸域管理の仕組みと必要

性を検証する。次に、多くの関係者が管理に関わ

る例として、沿岸域管理と類似点が多い山形県庄

*正会員 金沢工業大学情報フロンティア学部情報7 ネジメント学科

沿岸域学会誌/第17巻第3号 2005.3
円，，no 



敷田:

内海岸のクロマツ林保全活動の事例を用いて、オ またはその一部であるような日常生活圏に近い区

一プンソース型の地域沿岸域管理および、管理へ 域」としたへ

の参加と管理システムの自律性について分析する。

さらに実現のための促進要因を、敷田らの提案す 2.オープンソース型地域沿岸域管理

る沿岸域管理におけるサーキットモデル 5)をもと 2.1 地域沿岸域管理の重要性

に具体的に提示する。 沿岸域管理の重要性が強調されながら、日本国

1.2 用語の定義

まずここで「オープンソース」とは、 Linuxな

どの普及で注目されているソースコード(ソフト

ウエアの構成情報)を公開し、誰もが開発に参加

できるようにしたソフトウエアの総称である。そ

の手法は、オープンソーシング、場合によっては

オープン戦略と呼ばれている 6) 7)。もちろん

Linuxでは、創始者のリーナス=トーパルズの際

だった存在はあるが、彼はLinuxの原型の提案と

更新モジュールの採否の決定とし、う役割しか担当

しておらず ω、開発には自由に参加、脱退できる。

本研究では、こうしたソフトウエア作成の分野

に隈らず、参加者に手法やプロセスが公開され、

自由に参加できる手法をオープンソースとした。

従って、オープンソース型地域沿岸域管理とは、

管理の仕組みゃ手法・プロセスを公開したうえで、

沿岸域の利用者である個人や団体を含む関係者

(以下「アクター」とする)が主体的に参加し、ル

ール(規範)やツール(組織や制度)を創出する管理

とした。

また、 「沿岸域総合管理Jや「総合的沿岸域管

理J、 「統合的沿岸域管理」と呼ばれることもあ

る「沿岸域管理Jの定義は、法律や制度によって

構築された狭義のそれではなく、 「沿岸域の環境

や資源、を好ましい状態で維持し、利用者の価値を

実現するために、沿岸域環境に影響を与える人間

内では省庁別の分割管理などの問題が依然として

残されており、沿岸域の総合的管理はし、まだに実

現していない。しかし改正された海岸法では、基

礎自治体である市町村が、地域の実情に応じて海

岸管理者になることができ、京都府京丹後市(旧

網野町)などで地域の関係者による海岸の管理が

はじまっている 10)。また、それ以外でも、ボラ

ンティアの管理への参加や NPOの関与など、さ

まざまな試みが市町村レベルで進められている。

その背景には、①沿岸域の環境破壊が深刻にな

り、身近な沿岸域の保全のためには国レベルの沿

岸域管理の実現を地域社会が待てない状況にある、

②沿岸域の利用と保全の問題解決が地域社会の利

主事.になると認識されはじめた、③一連の関係法律

の改正で地方分権が多少なりとも進んだ、④水産

関係者以外の沿岸域利用者が増え、地域では多数

の関係者の利害調整が課題になってきた、ことが

あると考えられる。そこで、地域に主眼を置き、

その創出をまず実現することが現実的な解決策だ

と考えられる。

そして敷田が主張するように、こうした地域沿

岸域での試みが、最終的には国レベルの「ユニパ

ーサルルール」を生み出す可能性もあるu)。ま

た、他の地域や国レベルの沿岸域管理実現の際に、

ある地域の沿岸域管理で創出された管理に関する

ノウハウが移転できる可能性も高い 12)。

の利用を調整する考え方とその仕組み、そしてそ 2.2 オープンソース型地域沿岸域管理の必要性

の実践」とした。さらに本研究で使用する「地 オープンソース型地域沿岸域管理が必要な理由

域」とは、先行研究に従い「市町村の行政区域、 として、以下の 5点をあげることができる。
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オープンソースによる地域沿岸域管理の試み

まず第 1に、多様なアクターの参加を促進し、

彼らの持っさまざまな知識を活用できる。国や都

道府県レベルと異なり、必ずしも人材や情報に恵

まれず、管理の経験も乏しいことが多い地域沿岸

域管理の場合、アクターの持っさまざまな知識の

積極的活用は重要なテーマである。

第 2に、地域特有の問題を解決するには、従

来は専門家の評価が低かった「ローカルな知識」

や「利用者が持つ知恵や知識」の活用 13)が必要

である。こうした知識は、沿岸域にかかわる住民

や利用者などのアクターたちが豊富に持っており、

オープンソースによる知識や知恵の取り込みが望

ましい。

第 3に、オープンソース型の沿岸域管理であ

れば、変化の激しい沿岸域環境に応じた管理が迅

速に実現できる。沿岸域の環境特性は不確実性が

高く、科学的知識だけですべての問題を解決する

ことはできない。この点では生態系管理などと同

様であり 14)、流域管理で議論されているように、

「普遍的解決の不在」を受け入れることが必要で

ある 15)。

また沿岸域利用の形態も頻繁に変化するので、

適切に管理しようとすれば、管理の仕組みもそれ

に合わせて頻繁に変える必要がある。そのため後

述するサーキットモデルのような 16)、状況に合

わせて管理に関する知識を自ら「創造Jできる管

理が望ましい。

第 4に、オープンソースによる管理システム

への自由なアクセスがあれば、地域特性に過度に

配慮した、 「偏狭な地元主義J17)に陥ることを防

止できる。これは、前述の第 2と一見矛盾する

が、地域の問題を地域だけで解決することは、決

して合理的解決策とは言えない。また沿岸域の利

用者は多様であり、その利害もまた多様である。

さらに、最近の沿岸域利用では、地域外から利用

者が来ることが多く、一部のアクターによる「閉

じた管理」では、管理が「正当化Jされるか疑わ

しい。閉じた管理に比較して、管理システムへの

アクセスが保証されているオープンソース型では、

井上が主張する公共性、つまり「個別の利害を持

つ個人の共通利益J18)を実現しやすいと考えられ

るり

第 5に、アクターの参加を促進することで、

アクター自らが管理に関する知識を創出する機会

が多くなる。これは鬼頭が述べるように ω、専

門家によるパターナリズムを否定し、参加と学習

機会をつくることであろう。また嘉回 20)が主張

する「地域社会による、判断のための知識の創

出」の実現だと考えられる。それは佐藤 21)やノl、

園 22)が主張するように、参加による学習の機会

をつくることで参加者が成長でき、参加それ自体

よりも重要なメリットになりうる。

またアクターが管理に参加することで、 「利用

者対管理者」としづ呪縛を超えて、利用者が持つ

知識を管理に活かすことができる。商品の使用者

でありながら生産にも積極的に関わる消費者を、

トフラーは「プロシューマー」と名付けたがお)、

利用者でありながら管理者でもある mana-user

(マネユーザー.manager+user)が、地域沿岸域

管理でも想定できるのではないか。このマネユー

ザーとは、沿岸域環境の持続可能な利用に同意し

たうえで、活動に積極的に加わる利用者であり、

自ら沿岸域の価値を高めようとする存在である。

また彼らは、沿岸域が提供するサービスや便益に

関心を持ち、かっ環境の持続可能な利用に関心が

ある者の集団、ある意味でcommunityof interests 

であり、宮内 24)や井上 25)が指摘する「有志」だ

と考えられる。

以上のように、オープンソース型の管理を地域

沿岸域管理で進める利点は多く、専門家などによ

る従来型の「閉じた管理Jでは実現できなかった

沿岸域の価値が創造できるのではないか。ここで
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2.3 管理の自律性とオープンソース

敷田・森重が指摘したように 26)、地域の生態

系管理は、地域で「自律的j に進めることが重要

である。 i他律的」管理では、環境や社会状況の

変化にあわせて管理システムを順応的 (adaptive)

に変更できない。そして外部から管理のノウハウ

を移入することで、地域外や外部者への依存が高

まれば、前述したローカルな知識や地域特性は無

視されがちになる。この点では沿岸域の管理でも

同様な指摘ができる。

また沿岸域の問題は「専門的知識がないと解決

できなしリとして専門家に期待することも多いが、

専門家は一般的には外部者であり、彼らへの単純

な「依存」に終わることが多い。むしろ宮内が指

摘するように 27)、当事者が自律的に専門家に依

頼したり、それを組織したりすることが重要だと

考えられる。

ここで、地域沿岸域管理のシステム全体が自律

的であることと、そこに参加しているアクターが

自律的であることは別の問題である。そして理想

的には個々のアクターの自律と、システムとして

の自律が同時に実現することが望ましい。

オープンソース型管理では、個々のアクターが

自律的に管理の「モジュール」を形成することが

前提となる。その際には、モジュールをどのよう

に組み合わせるかに関するルールが明確にされて

いることが必要であるお)。そのうえで、参加す

るアクターが「アーキテクチャー」と呼ばれる全 酒田市

体像を共有し、システムを自律させる。多数のア

沿岸域の価値とは、利用者が評価し、満足で、きる

利用機会や保全の状況であり、効率や生産量(ア

ウトプット)ではない。

クターが参加するシステムでは、このようにしな

ければアクタ一間のやりとりが複雑になりすぎ、

システムが維持できなくなる 29)。

敷田:

アーキテクチャーは全体像だと述べたが、沿岸

域管理では沿岸域管理計画や管理ビジョンに相当

すると考えられる。また管理のモジュールとは、

利用者グループや同じ空間を利用するアクターた

ちが創るルールやツール、そして活動そのものに

当たる。このように、個々のアクターが自律的に

管理モジュールを創出することで、全体の管理シ

ステムも自律的に運営できるような地域沿岸域管

理が、オープンソース型では理想的である。

3.庄内海岸のクロマツ林保全の事例研究

以上のような点を前提に、オープンソース型の

地域沿岸域管理について考えるために、山形県庄

内海岸(図 1)のクロマツ林保全活動を事例とし

て分析し、そこから得られる示唆を整理した。

庄内海岸の事例を地域沿岸域管理の事例研究と

して取り上げたのは、クロマツ林自体が海岸の一

部を構成し、沿岸域だと考えられるからである。

また同海岸のクロマツ林は、国・県・市町・個人

で分割管理されている点や、クロマツ林保全にか

かわるアクターが学校教育関係者まで広がるなど、

沿岸域管理との類似点が多いc さらに、本論文で

提案する、アクターが主体的に参加してルールや

ツールを作成するオープンソース型の沿岸域管理

の事例として優れた特徴を備えていると判断したc

図1 調査地域(酒田市・圧内海岸)の位置
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オープンソースによる地域沿岸域管理の試み

事例分析にあたっては、著者が関係者を直接面 開発や道路建設などのための大量伐採、などによ

談・ヒアリングし、彼らが保持する資料などを表 る危機に見舞われた 32)。さらに 1980年以降は、

1のように調査したむ マックイムシ被害とクロマツ林の管理放棄による

ツル植物の侵入などの植生変化、 1998年の降雪

表1 調査内容の詳細 被害が相次いで起きた。そして地域住民の生活が

クロマツ林から離れるにつれて関心も低下してい

た。

項目 内容

調査日 2001年3月8-9日および2002年3月

26-27目、 2003年9月19-20日、 2005

年3月7-9日

山形県圧内総合支庁森林整備課お

調査場所ま よび東北公益文科大学公益学部、庄

たは団体名 内海岸のクロマツ林をたたえる会、出

羽庄内公益の森づくりを考える会、

NPO法人パートナーシップオフィス

ヒアリング調 上記部署および団体関係者である梅

査対象者 津勘一氏および呉尚浩氏、砂山弘

氏、金子博氏ほか

主なヒア1)ン 団体の設立背景・活動内容・他団体

グ内容 との関係・団体や参加者の役割の認

識など

対象資料 出羽圧内公益の森づくりを考える会

および圧内海岸のクロマツ林をたた

える会の保有する会議録・行事や会

議結果資料、 I~ンフレツトなど

3.1 庄内のクロマツ林とその保全活動

庄内海岸のクロマツ林は、山形県の日本海側の

沿岸域にある延長 33km、幅1.5ふ5kmに渡る広

大な砂防林として有名である 30)。それは私財を

投じて植林事業を進めた江戸中身lの豪雨木問光E

をはじめとする、地域のクロマツ砂防植林事業に

よって形成された 3九植林事業はその後も 300

年以上継続し、現在のクロマツ林が完成したのは

1960年頃である。また砂防のためだけではなく、

クロマツ林ヵ、らの産物は住民の燃料としても活用

されてきた。

しかし庄内海岸のクロマツ林は、①第二次世界

大戦中から戦後にかけての燃料用としての過度の

伐採、②戦後の「燃料革命」による松林への関心

低下による管理放棄、③1970年代の酒悶北港の

しかし、このような「危機」の中で、特に

1998年の大雪による被害が、いったん興味を失

った市民の円を再びクロマツ林に向けさせた。こ

の時には、雪の重みで折れた校や倒れたクロマツ

の姿に、 「なぜ倒れた」とか「早く片付けろ」な

どの批判が住民から相次いだが、一方で「庄内海

岸のクロマツ林をたたえる会」を実質的に創設し

た桜井輝夫氏など、大雪被害を契機にクロマツ林

に深くかかわり始める例もあった。そして 2000

年頃からクロマツ林に関連した活動やボランティ

ア活動が活発化した。 2001年には「庄内海岸の

クロマツ林をたたえる会」、 2002年には団体横

断的な「出羽庄内公益の森づくりを考える会」な

どが相次いで結成されて活動し始めている。

閉じクロマツ林をめぐって、かかわり方の違う

さまざまな活動が起きたが、呉はこうしたアクタ

ーたちの活動を分析し、その活動の内容を基に

rt也縁コミュニティ型」から「教育機関型Jまで

5種類に分類し、アクタ一同士の閣係も図示して

いる。そして行政主導の活動も含めて、多様な活

動が連携しながら成果を上げていると報告してい

るお)。さらに呉は、①伝統的手法から新たな手

法やルールを創造していること、②多様な主体の

協働で解決しようとしていること、③地域の誇り

をよみがえらせるストーリーを創出していること

などを成功の理由として見いだしている 34)。

その中でも特に、出羽庄内公益の森づくりを考

える会は、山形県の「出羽庄内公益の森整備事業

(2002年度事業費約 1000万円)Jの実施を背景に
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発足した。会には森林関係者だけではなく、教育

機関・ボランティア団体・研究者など多様なアク

ターが参加している。特に、通常は別々の管理体

系を持つとされる国と県とし、う森林管理者が同時

に参加していることが特徴である。県の事業なの

で、事務局は山形県庄内総合支庁森林整備課が担

当しているが、事務局員には県職員以外のアクタ

ーも参加しているc

出羽庄内公益の森づくりを考える会では、クロ

マツ林の今後のあり方に関して意見交換や共有が

試みられている。例えば、各団体が進めている活

動の内容や成果・工夫が、国や県、住民の活動の

区別なく会議では意見交換されている。またいく

つかの団体に同時に参加するメンバーが存在し、

団体問の知識の共有を促進している。

同会ではゾーニングプランの具体的な検討のた

めに、 2003年に「ゾーニング部会Jを設置した。

その作業の中では、各アクターの立場や「かかわ

りJの説明や持つ知識の発信が進められ、いっそ

うの知識共有が実現していると考えられる。前出

の呉は、このようにアクターがある程度独立しな

がら同時に連携している状況を、 「それぞれが自

律的に活動しながら協働しているJと述べている

35)。共有自体を目的とせず、共有の結果何らか

の具体的な成果(ゾーニングプラン)を生み出そ

うとしていることに特徴がある。

同会を設置したのは県だが、前述した呉が分析

したように、多様なアクターが参加し、自律的な

管理の創出を試みていることから、オープンソー

ス型管理だと考えることができる。同会は、クロ

マツ林管理にかかわる団体の上位の管理主体によ

る、いわゆる co-managementではなく、オープ

ンソースを実現するための「プラットホームJで

ある。プラットホームとは、園領が主張するよう

に、メンパーに共通の言葉を提供したり、インセ

ンティブが働く仕組みを創ったりする、ネットワ
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ークで価値創出するための場である 36)

一方、庄内海岸のクロマツ林をたたえる会は、

2003年に NPO法人化したが、発足時から地域住

民・ボランティアや行政関係者などが個人の立場

で参加している。同会は前述した出羽庄内公益の

森づくりを考える会にも会として参加しているが、

リーダー研修会、クロマツ林保全のボランティア

活動など、独自の活動を進めている。

この会にも、クロマツ林保全という趣旨に賛同

した個々のアクターたちが参加している。例えば

山形県の林務担当職員の梅津勘一氏は、同会の主

要なメンバーとして、事務局の担当や小学校での

学習林活動を進めている。梅津氏は同時に出羽庄

内公益の森整備事業や出羽庄内公益の森づくりを

考える会にもかかわっている。また自身も小学校

の PTA活動を通して学習林活動を興すなど、自

らの所属する組織に限定されず、組織を越えて活

動しているとし、う特徴がある。

3.2 参加・自律とオープンソース型管理

庄内海岸のクロマツ林保全活動のように、オー

プンソース型管理を自律的に進めるには、アクタ

ーが管理に参加することが最初の課題となる。そ

のため一般には、参加を促進する仕組みゃ仕掛け

(例えば、住民による地域資源マッピング、住民

ワークショップ、コンセンサス会議など)が重視

される。しかし、参加することが理念レベルの目

的となっていなければ、形式的な参加だけの単な

る「参加型管理手法の活用Jに終わる。同様のこ

とは「参加型開発」と呼ばれる分野でも指摘され

ている 37)。その際のポイントは、参加が「主体

的Jか「受動的」か、つまり参加する側に「主体

性j があるか無し、かとし、う点である。

しかし参加すれば自動的に自律的管理が実現す

るのではない。参加の有無と管理システムの自律

は別の基準だと考えられる。つまり個々のアクタ
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オープンソースによる地域沿岸域管理の試み

ーが主体的に管理に参加できれば、自動的に自律

的管理が成立するのではない。また仮にアクター

が地域で沿岸域管理を実現できたとしても、環境

や状況の変化に対応して持続できるかどうかは、

また別の問題であろう。

そこで、 「参加スタイル」と「管理の自律性」

の関係に関して、前出の呉の調査結果 33)および 34)

と著者の調査から、庄内海岸のクロマツ林保全活

動の事例を分析し整理した(図2)。

他律的管理 自律的管理

受
動
的
参
加
型

主
体
的
参
加
型

図2庄内海岸のクロマツ林保全活動での

参加スタイルと活動の自律性の関係

参加スタイルを受動的・主体的と分類したが、

受動的な管理とは「規定の管理の仕組みへの参

力日」であり、主体的とは「参加者自身が管理の仕

組みの創出にかかわる参加」を指す。また管理の

自律性の分類は、 「管理の仕組みが環境変化にア

ダプティブに対応する持続可能な自律的管理j と、

「管理の仕組みが規定されているため可変性に乏

しい他律的管理」とした。

クロマツ林保全活動では、アクターの「受動的

参加」で進められる他律的な行政主導型の「砂防

林ボランティア」が存在する。また森林所有者の

国や県からの委託を受けて「他律的」に管理を実

施する森林組合、公的資金による支援も受けた地

縁によって進められる「砂丘地砂防林整備推進協

議会」のような受動的参加と主体的参加の混合し

たほぼ「他律的」な管理まで、表記した以外にも

さまざまな活動が存在する。 方、国や県の林務

専門家が進める、参加者は受動的だが、専門知識

によって「自律的」になりうる管理も行われてい

る。さらにオープンソース型の活動である庄内海

岸のクロマツ林をたたえる会および出羽庄内公益

の森づくりを考える会は、そこに参加する個々の

アクターが独自の活動を進めながら、自らも上記

の会のメンバーとして連携する O またこの 2つ

の会は独自の運営方針を持ち、筆者が調査した限

りでは活動は外部から規定されてはいなし、。その

ためアクターの主体的な参加によって、自律的に

活動していると考えられる。

ここで、単純に参加型と呼ばれる管理でも、参

加のスタイルによる差があること、またそれが必

ずしも管理システムの自律の要素ではないことが

示唆される。実際「参加型」と呼んでも、野田が

述べるように「住民による労務提供J38)にすぎな

いことも多い。管理に関する仕組みである、ルー

ルやツールを創造するオープンソース型では、ア

クター主導の参加型、つまり主体的参加が望まし

い。そのことが、前述したようにアクター自身の

管理能力向上や知識の増加につながる。

しかし、オープンソース型がすべてのケースで

最適解だとは言えないへ庄内海岸のクロマツ林保

全活動は多様で、最終的にはオープンソース型の

主体的参加で自律的な管理を目的にしながらも、

さまざまなタイプの活動を組み合わせて運営して

し、る。また短期的な達成目標が決まっている場合

や緊急時や災害時などは、オープンソース型では

ない管理スタイルが適していることも考えられる c

以上の事例を分析し、 「参加スタイルj と「管

理の自律性j の関係に関して整理し、沿岸域管理

に適用したのが図 3である。図 3では、参加者

ではなく行政が仕組みを決定して(I他律的管

理J)、他のアクターを参加させる(I受動的参
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敷田;

セスがモデル化されていれば、実現を促進できる。

その一例として、敷田らが提唱したサーキット

モデ、ル(図 4) 40)がある。このモデルは、外部か

らの参加を許容しながら地域沿岸域管理を実現す

るプロセスを、知識創造に注目して説明している。

そして、地域経営 41)や教育・学習 42)でも応用可

またモデ、ルへの能であることが報告されている。

自律的管理他律的管理

受
動
的
参
加
型

主
体
参
加
型 オープンソース型の参加が自由だという点から、

プロセスを基本としているこ

しかし、サーキットモデルに関する先行研究で沿岸域管理への参加スタイルと自律性の関係図 3

は、サーキットモデルを回転させ、地域沿岸域管

までは言及され「促進メカニズム」理を実現するアクターが積極的に参加してから、加型J) 

そこで、サーキットモデ、ルを用いていなかった。アダプティブに仕組みを( I主体的参加型J)、

てオープンソース型の地域沿岸域管理促進のため( I自律的管理J)すなわちオープンソ形成する

のポイン卜を整理した。ース型管理まで、参加のスタイルと自律性で管理

まずサーキットモデルでは、地域内で知識が発のタイプを整理した。

信され、その知識がネットワークされると設定しオープンソース型地域沿岸域管理だ実際には、

「オープンにししかし、情報や知識をている。けが最終形で、そこに向かつて「進イヒJするので

アクタ一同土の関係は対等でた」からと言って、はなく、環境や社会的条件によって、参加スタイ

はないので、必ずしも問題解決行動につながらなルと自律性の異なる活動を組み合わせた管理が進

まず戦略的・打算的な行動をとるアい。そこで、アクめられると考えられる。地域沿岸域管理も、

クターがテーブソレに着くことが大切だという坂田ターの多さなどクロマツ林保全活動と共通する部

の指摘がある ω。分が多く、最終的にはオープンソース型を目指し

肝機嫌の外ャi平滅的滋で→
r訴訟;平合ど(1)>~J、以前、 柑~"(m 'i刊←ヤ料トワプ干ZJ町
、認められ E禍開域内 J 輔、哨"の判 札予円みよ~

台，._'- 豪語J-;.'4'知織安軒ゑ寸"j 、 -
I録制 ~よ本一

ながらも、スタイルの異なる管理やその手法を組

あるい

こうした活動

み合わせたものになることが示唆される。

は、オープンソース型に至るには、

?形成

「地ならし」が必要だと考えることもでき

オープンソース型の地域沿岸域管理は、法律や

サーキットモデルとオープンソース

による

る。
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また専門家によってしっかり制度で決められた、

と構築された垂直統合的でタイトな構造を持つ

オープンソースによる地域沿岸域管理の

サーキットモデル

図4

「インテグラル型J39)に比較して、試行錯誤で組

織や制度をつくり、手探りで活動を展開するので、

しかし、そのプロ
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オープンソースによる地域沿岸域管理の試み

さらに、アクターが参加して知識を共有しでも、

協働し事業を進めなければ成果は生まれない。つ

まり知識が発信されれば自動的にネットワークが

形成でき、協働・その成果が生まれるのではなく、

それを促進する「役割」が必要だと考えられる。

そのためにサーキットモデルで、は、 「インター

ミディアリーJ (図 4の右)と呼ばれるアクタ

ー同士のつなぎ役、仲介者の存在を想定した。

圧内海岸の事例では、クロマツ林保全に個人的

に強し、かかわりを持つ前出の梅津氏がそれに当た

る。梅津氏は山形県の林務担当職員 (2005年 3

月現在「公益の森整備専門員J)あり、固と県の

境界を越えた出羽庄内公益の森づくりを考える会

の事業の企画・実行を担当する。しかしそれ以上

に、子供の通う小学校の学習林活動から、庄内海

岸のクロマツ林をたたえる会の活動にまでにかか

わっており、山形県職員でありながら、組織の境

界を超えて NPO団体も含む他の組織の活動にも

参加している存在である。現地調査の際に梅津氏

は「小学校での学習林活動であっても、公民館や

自治会などの関係者を参加させて、関係者を結び

つけてゆく」と述べており、意図的にさまざまな

アクターを接続することで活動を充実させている。

出羽庄内公益の森整備事業ではそれが、事業者

である県の持つキャパシティーを超えて、多くの

アクターが参加して協働事業を進めることにつな

がったと考えられる。また逆に、関係した各アク

ターも事業費の面で県の支援を受けることができ、

結果的に活動が充実した。

また地元の東北公益文科大学の呉尚治氏も、筆

者が調査した複数の関係者が「人と人を結びつけ

るのがうましリと証言しており、アクタ一同士の

接続の役割を果たしていると考えられる《

しかしさらに重要な点は、このようなインター

ミデ、イアリーの役割であろう。それはリーダーで

はなく、結びつける、関係を活性化する、いわば

「マネージャー」である。そして猪俣が主張する

ように、組織の境界を越えてコミュニケーション

できる「コスモポライトJ44)に相当する。インタ

ーミディアリーは、アクター聞の「関係性」を活

性化したり強化したりすることで、活動の成果に

結びつけている。マーケティングで議論されてい

る「関係性マーケティングJ45)をアクターに対し

て行っていると考えることができる。

次に、学習プロセスで創造された沿岸域管理計

画などの成果が外部に向かつて発信されても、外

部者にとってはその意味が理解しにくいことが多

い。そこで、成果の持つコンセプトをわかりやす

く説明することが必要になる。その役割を果たす

のが「インタープリターJ (図 4の左)である。

インタープリターは、発信された成果を翻訳して

外部者にわかりやすく伝えることで、外部者が成

果に含まれるコンセプトを評価することを助ける。

庄内平野の事例では、前述した梅津氏や呉氏が

それに相当すると考えられる。彼らは、さまざま

の機会に講演や著作として、クロマツ林の活動を

分かりやすく伝える努力を続けている。その結果、

外部にいる受け手は、発信された内容が理解しや

すくなり、評価の機会が増え、それが結果的に活

動への参加につながっていると思われる。

以上のように、オープンソース型の地域沿岸域

管理にサーキットモデルを応用した場合に、イン

ターミディアリーとインタープリターの存在が、

サーキットモデ.ルの回転を促進すると考えられる。

4.結論

本研究では、沿岸域管理のひとつのスタイルと

して、管理手法を公開したうえで参加者が自由に

管理に参加するオープンソース型の地域沿岸域管

理の可能性を示した。また管理にかかわるアクタ

ーの「参加スタイルJと「自律性」からそのスタ

イルを 4分類し、アクターが主体的に管理シス
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テムに参加する自律型管理として、オープンソー

ス型地域沿岸域管理を位置づけた。

このようなオープンソース型の沿岸域管理は、

地域の沿岸域利用が多元化した現在、多様な利用

者を管理に参加させながら管理を進める「利用者

による管理」だと考えられる。しかし前述したよ

うに、オープンソース型の地域沿岸域管理が最終

形ではなく、国や県などの管理者や専門家による

インテグラルな管理など、他のスタイルの管理と

共在することも可能である。

次に、オープンソース型の沿岸域管理の実現に

はサーキットモデルを用いるとしたうえで、その

実現促進に必要な条件について検討した。そして、

アクタ一間のネットワーク構築を支援するインタ

ーミディアリーと、発信した成果をわかりやすい

形に翻訳して外部に伝えるインタープリターの重

要性を指摘した。

このうちインターミディアリーの存在は重要な

示唆を含んでいる。地域づくりなどでは、従来か

ら「キーパーソンJや「リーダーJの「活躍Jが

大きく影響し、何らかの成果が生み出されるとす

る主張{例えば46)たど、ほか多数)があった。 しかし本研究

の事例からは、インターミディアリーのように、

組織を超えて活動する「マネージャーJの存在が

重要だと考えられる。花田はこのような存在を

「ユピキタスリーダー」として、組織に変革を起

こすリーダー像とは区別している 47)。

このように特定のリーダーが主導するのではな

く、前述した梅津氏や呉氏のような、複数のマネ

ージャーがインターミディアリーとしてネットワ

ークを結んで行く活動こそ、オープンソース型の

地域沿岸域管理に望まれるスタイルではないか。

それは、陸上に比べて沿岸域環境の変化は大きく、

また利用も多元化している現在、その管理には多

種多様な知識や知恵を用いることが必要だという

ことで正当化できる。

敷田:

また日本沿岸域学会の 2000年アピール 48)に見

られるように、今までの沿岸域管理では管理主体

の存在が重要視されてきたが、本研究からは主体

の形成よりも、参加や自律性が重要であることが

示唆できる。しかし管理主体が不要なのではない。

その役割が変化する。オープンソース型管理にお

ける管理主体は、 「中心j ではなく、むしろ活動

や発信を自由にできる場、園領が主張するような

「信頼のプラットフォームJ49)に変化すると考え

られる。

以上のように、本研究ではオープンソース型の

地域沿岸域管理というフレームワークを示し、参

加スタイルと管理システムの自律性の関係から、

沿岸域管理のスタイルを 4分類した。そして地

域沿岸域にかかわる各アクターの主体的参加が実

現した自律的な管理をオープンソース型の地域沿

岸域管理だとした。地域沿岸域の利用が多様化し

た現在、たとえ管理の専門家に依存しでも従来の

閉じた管理では、順応的な管理ができるとは言え

ない。そのためオープンソース型の地域沿岸域管

理は今後検討すべきアプローチとなるだろう。

その際には、サーキットモデルのように、オー

プンソースで自由に管理の仕組み創りに参加し、

管理システムを創造することが望ましい。ただし、

プロセスを示すサーキットモデルでは、地域沿岸

域管理のための制度や仕組みそのものについて検

討できないので、それについては別に研究する必

要があるだろう。

このように、サーキットモデルを用いてデザイン

すれば、オープンソース型の地域沿岸域管理を実

現する可能性を高められる。もちろん地域沿岸域

管理は圏内各地での試行錯誤が始まったばかりで

ありまだ歴史は浅いが、 「地方自治は民主主義の

学校」と言われるように、地域沿岸域管理が国全

体の沿岸域の管理をレベルアッさせる可能性は高

い。その実現のための更なる研究が望まれている。
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Open Source Model for Local Coastal Zone Management 

A Case Study at Syonai Coast in Yamagata 

Asami SHIKIDA 

ABSTRACT:Local coastal zone management (CZM) is becoming one of the more important issues after major 

legal revisions of coastal laws in Japan. Concerned in the management process， participation has accelerated 

particularly in the local level. This article discusses participation and autonomy with particular interest in open 

source CZM. The author explores the concepts of open source management and autonomy of management 

system based on a case study of coastal forest conservation at Syonai coast in Yamagata. The transitional stages 

of participation and th巴relationshipwith autonomy of the system are observed. It has also been identified that 

the roles of the int巴rmediaryand the interpret巴rare important to facilitate the development process of management. 

In addition， a circuit model that explains the transfonnational changes in CZM is used to describe these roles. 

The author believes that the open source approach can be a unique and effective tool for designing a local coastal 

zone management system. lt is believed that this article will contribute to the local coastal zone management 

developm巴nt

KEYWORDS: Local coastal zone mαnagemenf， Syonai coasf， open source， circuif model， kno1Vledge creafion 
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